
景 気 動 向 調 査 結 果

― 令和７年第Ⅰ四半期（１月～３月期）分 ―

令和７年６月

高山市商工労働部商工振興課
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・はじめに

令和７年４月に実施しました、景気動向調査（令和７年１月～３月期）の結果について、と

りまとめましたのでご報告いたします。

・概 況

・販売（売上）の動向

前年同期比の産業全体の販売高ＤＩ値は９．８となり、前回（１６．４）より６．６ポイン

ト減少した。

前期比のＤＩ値は▲３１．３で、前回（１５．１）より４６．４ポイント減少した。

・景気の動向

今期の景気動向について、前期比のＤＩ値は▲２２．４となり、前回（３．４）より２５．８

ポイント減少した。

また、来期見込のＤＩ値については、今期より１９．４ポイント増加し、▲３．０となって

いる。

・雇用の状況

今期の雇用している人員が「過剰」と回答した事業所の割合は６．７％で、前回（３．５％）

より３．２ポイント増加し、「不足」と回答した事業所の割合は４３．２％で、前回（３７．５％）

より５．７ポイント増加した。

来期について「過剰」と回答した事業所の割合は７．５％で、今期の雇用状況と比較して０．８

ポイント増加している。「不足」と回答した事業所の割合は４９．３％で、今期の雇用状況と比

較して６．１ポイント増加している。

有効求人倍率については３月期で１．３８となっており、前回調査１２月期（１．３９）と

比べると０．０１ポイント減少した。

・設備投資

今期「設備投資をした」と回答した事業所の割合は２８．６％で、前回（２８．２％）と比

較して０．４ポイント増加した。また、向こう１年間の計画については、「設備投資を計画して

いる」と回答した事業所の割合が３４．８％で、前回調査（３２．６％）と比較して２.２ポイ

ント増加した。
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１．販売（売上）の状況

前年同期比の販売高ＤＩ値、前期比の販売高ＤＩ値は共に減少傾向

１－１ 前年同期比

販売高が前年同期と比較して、「増加した」と回答した事業所の割合は３７．４％で前回

（４２．４％）より５．０ポイント減少し、「減少した」と回答した事業所の割合は２７．６％で

前回（２６．０％）より１．６ポイント増加した。その結果、今期の販売高ＤＩ値は９．８とな

り、前回（１６．４）より６．６ポイント減少した。（第１図 参照）

業種別のＤＩ値を分析すると、「建設・土木業」「その他」を除く全ての業種において、前回調

査よりも減少している。

（参考図 販売高ＤＩ値の推移（各業種 前年同期比） 参照）
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１－２ 前期比

販売高が前期と比較して、「増加した」と回答した事業所の割合は２０．２％で前回

（４１．１％）より２０．９ポイント減少し、「減少した」と回答した事業所の割合は

５１．５％で前回（２６．０％）より２５．５ポイント増加した。その結果、今期のＤＩ値は

▲３１．３となり、前回（１５．１）より４６．４ポイント減少した。（第２図 参照）

業種別のＤＩ値を分析すると、全ての業種において、前回調査より減少している。

（参考図 販売高ＤＩ値の推移（各業種 前期比） 参照）
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２．景気の動向（自社の景気）

景気動向の今期のＤＩ値は減少傾向、来期見込のＤＩ値は増加傾向

自社の景気動向について今期のＤＩ値をみると、産業全体としては▲２２．４となり前回

（３．４）より２５．８ポイント減少した。（第３図 参照）

前回調査時における来期見込のＤＩ値が▲１５．１（１８．５ポイント減少見込）であっ

たことを踏まえると、今期の景気の動向は前回調査時に予測していたより下降している。

また、来期見込（今期比）のＤＩ値は▲３．０で今期値より１９．４ポイント増加してお

り、今期よりも上昇すると考えている事業所の割合が増加している。

業種別のＤＩ値を分析すると、全ての業種において、前回調査よりも減少している。

また、来期見込のＤＩ値は、「建設・土木業」を除く全ての業種において、今期のＤＩ値と

比較すると増加している。

（参考図 景気ＤＩ値の推移（各業種） 参照）
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３．雇用の状況

雇用状況の「過剰感」、「不足感」は共に増加傾向

今期において、雇用している人員が「過剰である」「やや過剰である」と回答した事業所の

割合は６．７％で、前回（３．５％）より３．２ポイント増加し、「不足している」「やや不

足している」と回答した事業所の割合は４３．２％で前回（３７．５％）より５．７ポイン

ト増加した。

来期見込に関しては、「過剰」が７．５％で今期より０．８ポイント増加し、「不足」が

４９．３％で今期より６．１ポイント増加している。（第４図 参照）

業種別の数値を分析すると、「建設・土木業」「飲食業」「卸売・小売業」の業種において「過

剰」と回答している事業所の割合が増加し、「建設・土木業」「飲食業」を除く全ての業種に

おいて「不足」と回答している事業所の割合が増加している。

来期見込に関しては、「建設・土木業」の業種において「過剰」と予測する事業所の割合が

増加し、「旅館業」を除く全ての業種において「不足」と予測する事業所の割合が増加してい

る。

（参考図 雇用の状況の推移（各業種） 参照
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４．設備投資

設備投資を行った事業所、

来期以降の設備投資計画がある事業所は共に増加傾向

今期「設備投資をした」と回答した事業所の割合は２８．６％で、前回（２８．２％）よ

り０．４ポイント増加した。（第５図 参照）

また、向こう１年間の計画については、「設備投資を計画している」と回答した事業所の割

合は３４．８％となっており、前回調査時の予測値（３２．６％）と比べて、２．２ポイン

ト増加した。

業種別にみると、今期「設備投資をした」と回答した事業所の割合は、「その他」の業種に

おいて、前回調査の予測値を上回っている。また、向こう１年の投資計画は、「旅館業」「卸

売・小売業」「その他」の業種において、前回調査の予測値を上回っている。

（参考図 設備投資の推移（各業種） 参照）

投資予測※１

前回調査（Ｒ６．１０～１２月期）における向こう１年間の投資計画

投資予測※２

今回調査（Ｒ７．１～３月期）における向こう１年間の投資計画
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